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１ はじめに 
 

 地方自治の基本となる事柄は、憲法及び地方自治法に定められていますが、その主

な内容は統治の形態に関するものであり、どのような地方自治を実現するかについて

は規定がなく、それぞれの自治体に任される形になっています。 

 このような背景のもと、江別市自治基本条例は、市民自治によるまちづくりを進め

るための理念や基本的なルールなどを定める市民自治の「憲法」として、平成２１年

７月１日に施行されました。 

この条例は、「協働」の考え方を核として、行政と市民が互いに尊重し、協力しな

がらより良い自治を実現することを目的としています。 

 

 施行から１６年目を迎えた令和６年５月、条例第２９条に基づき、学識経験者、地

域市民団体の代表者、公募市民の計８名で構成する「江別市自治基本条例検討委員会」

が設置され、この条例が所期の目的を達成しているかどうかの検討を開始しました。 

 

当委員会では、この条例が江別市の最高規範であることを改めて冒頭で確認しまし

た。そのうえで、アンケート結果や様々な意見を踏まえ、協議を重ねながら条例に規

定する事項の課題等を点検し、条例の妥当性や市民協働のあり方、まちづくりの方向

性などの視点から検証を行い、協議を重ね、提言書としてまとめました。 

 

この提言書が、本市における市民自治の推進に役立てられることを期待するととも

に、市民の方々からいただいた多くの貴重なご意見が、条例の基本理念や基本原則の

実現に向けた行政運営の一助となるよう期待します。 

 

令和７年３月 

江別市自治基本条例検討委員会 

委員長 藤本 直樹 
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２ 検討結果 
 

（１）条例の見直しの必要性について 

江別市は、令和２年５月に市民２,５００人を対象に「自治基本条例アンケート」

（以下条例アンケート）を実施しました。回答をいただいた８９０人において、

自治基本条例の認知度は４割弱であり、４年前の見直し時とほぼ変わっていませ

んでした。また、平成２７年に施行された市民参加条例の認知度も４割弱にとど

まっています。特に１０代～２０代の若い世代で認知度が低く、２つの条例とも

に「全く知らない」との回答が８０％以上を占めています。このため、若い年代

に関心を持ってもらえるよう、自治会など地域活動において、市内の学生が活躍

できるような仕組みを作るなど工夫が必要であると考えます。 

 

さらに、現在、小・中学生を対象に行っている早朝ミニ講座は、身近な事例を

通して学ぶことができ、家庭での話題となりやすく、子どもから家族への広がり

が期待できることから、今後も継続して行っていくことが必要です。 

 

より多くの市民にこの条例を知ってもらうためには、解説書とは別に、分かり

やすい媒体を作成することが効果的です。市民のアイディアを取り入れながら、

理解しやすい言葉や写真・イラストなどを使い、手に取ったときに江別市民にと

って大切な条例であることが一目見て分かるリーフレットを作成するなど、工夫

していただきたい。なぜ自治基本条例が必要なのか、この条例がない場合のデメ

リット、あることによるメリットについて情報発信することで、市民がもっと関

心を持ち、市民参加・協働にも繋がっていくと考えます。 

  

（２）取組について 

①信託【第１条、第９条～１１条関連】 

 

①市民参加について（第２４条関係） 

市民参加の手法の一つであるアンケート調査は、それまで関心がなく積極的で

はなかった市民が意見を出すこともあるので、その意見への対応が市民にも伝わ

るよう工夫していただくことを望みます。 

 

市へ意見を提出する意見公募（パブリックコメント）は、一般の市民にとって

ハードルが高いので、分かりやすい資料を作成することが必要であり、提出され

た意見に対しても、分かりやすい言葉を使って回答する等、多くの市民が参加し

やすくなるよう工夫する必要があります。 

意見公募（パブリックコメント）や附属機関等の委員は、市政への関心や一定

の知識や考えがないと参加が難しいと考えられ、参加したことがある市民が少な 
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②条例の位置付け図【第５条関連】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③市民の責務【第７条関連】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④事業者の範囲【第８条関連】 
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 ⑤職員の役割と責務【第１２条関連】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥市民協働条例【第２５条関連】 
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３ 検討経過等 
 

 令和６年５月に自治基本条例検討委員会が設置され、７回にわたり協議を重ねてき

ました。 

当委員会では、市の取り組み状況や条例アンケートによる市民意見を踏まえながら、

すべての条項について審議を行いました。市民や市が取り組む市民自治において、ま

ちづくりの現状評価や課題について活発に議論し、最終的には、提言書として条例の

妥当性やまちづくりの方向性を整理しました。 

 

（１）自治基本条例検討委員会の開催 

    

 

 

 

（２）自治基本条例アンケートの実施 

 

 

 

 

（３）自治基本条例検討委員会の審議概要 

 

 

 


